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　1．　資本蓄積一設備投資の様相
　イギリス鉄鋼業は，第2次世界大戦終了直前に成立し
た労働党政権によって，保守党や資本の強い抵抗を押し
きって，1951年2月をもって国有に移されていった。し
かし，すでに労働党政権は，1950年2月の総選挙では僅
差で過半数をえたにとどまっており，翌51年10月の総選
挙で敗北し保守党政権が成立した。新保守党政府は直ち
にイギリス鉄鋼公社（Iron　and　Steel　Corporation　of
Great　Britain）に対し事業休止命令（Standstill　Order）
を発し，1953年5月に議会を通過した鉄鋼法（Iron　and
Steel　Act（1953））をもって鉄鋼業を再度民営に移して
いった。鉄鋼業の監督機関である鉄鋼委員会（Iron　and
Steel　Board）とともに，鉄鋼公社の資産を保有しこれを
漸次私有に移していくための鉄鋼保有・整理機関（Iron
and　Steel　Holding　and　Realisation　Agency）が設置
され，同機関によって，旧鉄鋼株式は相ついで民間に売
究
却されていった。1955年1月までに鋼産出高の50％相当
分が，57年1月までに同じく86％相当分が売却された。
最終的には1963年にリチャード・トマス・ボールドウィ
ンズ社（Richard，　Thomas　and　Baldwins　Ltd．一一以下
R．T．　Bと略称）を残してすべての売却が行われた（Cf．
B．S．　Keeling　and　A．　E．　G．　Wright，　the　Development
of　the　Modern　British　Steel　Industry，　Longmans，
1964，pp．178－180）。ただしかし，翌64年10月の総選挙
では労働党が政権に返り咲き，ついで65年総選挙で大勝
をえて公約通り67年に再度鉄鋼業を国有化した。
　この間の保守党政権は，残っていた経済諸統制の解
除，「金利政策の復活」，為替自由化の着手など一連の
「自由化」政策をとりつつも対労働宥和政策を前労働党政
府から継承するという，いわゆるパツヶリズム（Butskel・
lism）の政策路線をとったが，とりわけ1954～57年の時
期は，「自由化」政策のなかで民間投資の昂揚をみてお
り，戦後イギリス資本主義においてもっとも自律的性格
の強い資本蓄積の展開期であった。そして，1957～58年
の景気後退後の民間投資の増大および1962～63年の景気
低迷後の民間投資の増大では政府の景気刺戟政策がいよ
いよ重要な役割を演じるようになっていった。そうした
民間投資の動向のなかで，重化学工業の1支柱たる鉄鋼
業は再民営下に以下のような様相をもって資本の蓄積を
すすめていった（1）。
　まず，他産業とともに資本支出の動向をみると，つぎ
の第1・2表のようであった。戦後イギリス資本主義は，
生産や投資の動きでみると，ほぼ5年の周期でそれらの
増大と減少を繰返していたが，製造業資本支出について
も同様であり，当面の時期についていえば，1954～57年
と1960～62年の高まりが注目されよう。とくに1954～57
年は，前述のような保守党政権の「自由化」政策下の
「自律的」蓄積の昂揚を示していた。これはイギリス資
本主義史上もっとも高く持続力をもったもの1つであっ
た。そうしたなかで，第1表の「金属製造」および第2
表にみるように鉄鋼業における資本蓄積も同様な動きを
みせていた。しかし，この時期の最後の民間投資の高ま
りがあった1964年には鉄鋼業の資本蓄積は減退してい
た（2）。それは，それまでの蓄積の増大が生産能力を大い
に高めたものの必ずしも十分な効率の増大を伴わず，他
方でヨーロッパや日本の鉄鋼業からの競争がいよいよ増
大 つつあり，イギリス鉄鋼業が新たな合理化の課題に
迫られていることの証左でもあった。が，それはともか
く，1960年代初めにいたる資本蓄積の進展によって，イ
ギリス製造業の粗資本ストックにおける「金属製造」の
比重は1954～63年に12．6％から14．2％に高まった。これ
と並んで，「化学・同種工業」が13．6％から15。8％に，
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表1　製造業粗固定資本形成，前年比
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　　1958年価格　　　　出所を異にする　　　1962～64年は機械，電機，造船，舶用エンジン
　（Capital　expendituve　of　manufacturing　industry，　p．948－1，　962；Economic　Trends，　No．115，　May
1963，鉄鋼及び他の1962年以降は粗固定資本形成でNational　Income　and　Expenditure，1959，　Table　53；
1966，Table　61；1967，　Table　60，より作成
表2　鉄鋼業固定資本支出1）
　　　　　　　　　　　（百万ポンド）
名目額
1946　1　　　5
　47　1　　2048i　301
49i　4・1
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（注）1）
　　　　除く。
　　　2）
実質額2）1
（1963年　　年　　名目額
価格）
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4411　57
60　　　58
78　　　59
83　　　60
83　　　61　169　621
73　　　63　1
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78（推計）1
　　　　＿＿1
75
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57
灘翻
93
110
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173
77
75
鉄・鋼鋳造および10万ポンド未満の計画を
　　The　ECOnOmiSt，　Intelligence　Unitの製
　　　鋼工場プラント・コストにより調整。
　　　3）1953年前の数字は1953－64年の数字と大ざ
　　　　っぱに比較しうるよう推計されている。
（出所）Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　p．12g．
「機械および電機」が14．0％から15．1％に，「車輔・航空
機」8．8％がか9．3％らにといった上昇を示し，全体とし
て重化学工業化を進行させていた（M．Panic（ed．），　The
U．K．　and　West　German　Manufacturing　Industry
1954－72．AComparison　of　Structure　and　Perform・
ance，　National　Economic　Development　O缶ce，　Mo－
nograph　5，1976，　p．18）。
　ところで，第2次大戦後の産業再建から60年代の半ぽ
までのイギリス鉄鋼業の資本蓄積は4次にわたる発展計
画（Steel　Development　Plan）にもとついて行われて
きた。まず，当面の時期に先立つ第1次計画（1945～
1952－53）期について触れておくと，第2次大戦期のイ
ギリス鉄鋼業はもちろん軍需生産にその能力を傾注した
わけだが．合金鋼や特殊鋼生産のための電気炉の大増設
を別とすれば，みるべき設備投資を行わず既存能力の稼
働を強めることで軍需に対応した。そのため，一一方では
第1次大戦期のように諸工程能力間にアンバランスをき
たすことはなかったが，他方，戦後における設備の更新
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一近代化の必要も膨大なものがあったといえる。
　このことを背景として，第1次鉄鋼発展計画は，大戦
末期のチャーチル選挙管理内閣の要請に応じて鉄鋼連盟
（British　Iron　and　Steel　Federation）が策定し，1945
年12月に新労働党政府に提示され，46年4月に「おおむ
ね可」（‘broardly　right’）として了承を受けた。これは
　　　　　　　　　　　ナシヨナル主要産業として初めての国家的な近代化・拡充計画であ
った。この計画は，会社・工場レベルでの諸企画を集め
優先順位をつけて調整することによって策定されたもの
で，その全体の枠組となる需要予測を控え目にとり，高
水準の活動期には50万トンの鋼輸入を前提とするという
弱点をもっていた。そして実際，1948年には，同プラソ
は上方に修正され，それは同計画がその必要を十分に認
めていた設備の更新を緩めつつ拡張投資をふやすという
形をとった（Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　pp．103－
104）。鉄鋼資本とくに既成の大資本の能力拡大あるいは
更新一近代化への消極性がここに現われていた。
　第1次計画は，当初，製鉄設備能力300万トンの廃棄
と475万トンの新設，製鋼設備能力400万トンの廃棄と
600万トンの新設のほか圧延設備の更新一近代化に重点
をおいており，48年修正でさらに拡大され，これによっ
て製鉄能力は1946年の743万トンから925万トンに，製鋼
能力は同じく1，433万トンから1，621万トンに，主要鋼材
の圧延能力は254万トンから284．5万トソに増大すること
になっていた（英トン表示をキロ・トンに換算）。そし
て，現実には，銑鉄生産は1946年の776万トンから53年
に1，165万トンに，粗鋼は1，276万トンから1，761万トン
に増大した（J．C．　Carr　and　W．　Taplin，　History　o／
the　British　Steel　Industry，　Basil　Blackwell，　Oxford，
1962，p．596）。この時期の際立った近代化投資の事例
は，ウェールズ製鋼会社（Steel　Co．　of　Wales）のポー
ト・トルボト（Port　Talbot）における熱間広幅（80イ
γチ）ストリップ・ミルと冷間シート・ミルを含む新統
合工場の建設であった。この時期の新建設は，当時のプ
ラント建設産業の能力の最大限に近いものといわれ，熔
鋼能力の発展がいちじるしかったが，旧プラントの操業
の継続，連続作業制の導入，異常に高いスクラップ輸入
をも伴ない，若干の大計画は着手されなかった（3）（Iron
and　Steel　Board，1）evelopment　of　the　Iron　and　Steel
lndustryヱ953　to　1958，　H．　M．　S．0，，1955，　para．99
and　App．　A）。
　さて，「自律的」蓄積期に相当する第2次発展計画
（1952～1957－58年）の策定は，鉄鋼連盟が第1次計画の
実行を監督するために設けた発展委員会による，一流技
術専門家を含む発展諮問委員会の設置（1950年）に始ま
る。第1次計画との連続性を考慮して設けられたこの諮
問委員会は第2次計画策定の「焦点たりつづけた」が，
鉄鋼国有化によって公社のスタッフもこれに参加した。
第2次計画も，第1次同様個別会社の発展計画を積み上
げ，調整・修正する形をとり，1957～58年の鋼需要を
2，100万トンと想定した。計画そのものは，最終的には，
鉄鋼再民営化とともに設置された鉄鋼委員会（lron　and
Steel　Boad－r9　2次）によって1955年2月に公表され
た。この間に鋼需要予測は2，　250万トン（国内1，950万ト
ン，輸出300万トン）に引き上げられた（Cf．　lron　and
Steel　Board，　op．　cit．，　Chap．2；Keeling　and　Wright，
op．　cit．，　pp．105，107）。
　第2次計画期に入って間もない1953年には第3次発展
計画（1957～62年）の策定が着手された。これは，1957
年7月に鉄鋼委員会により公表されたが，1954～62年の
年経済成長率を完全雇用成長率たる3．75％と想定し，
1962年の鋼需要を2，900万トンとした。これは，鉄鋼連
盟の予測2，800万トンに安全度をみて100万トン加えたも
のであった（C£D．L　Burn，　The　Steel　lndustry
ヱ939－1959，Cambridge　University　Press，1961，　pp．
620－621，628；Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　p．107）。
しかし，この想定は1957～58年不況以降の事態からすれ
ば過大であり，つづく第4次計画（1961～65年）の1965
年需要予測も2，900万トンにおかれ，これに対応するの
に必要な効率的製鋼能力を3，200万トン弱とした。（Ibid．，
P．108）。
　さて，第2次計画において目立ったのは，大規模高炉
の新建設と既存高炉の拡充および圧延設備の更新一大規
模化近代化であった。大規模高炉の新建設の代表的事例
を挙げれば，ウェールズ製鋼会社の炉床直径29フィート
9インチという世界最大の新高炉（ポート・トルボト，
マーガム（Margam）所在のアビー工場（Abbey　Works）
－1956年完工予定），27フィートクラスのドーマン・
ロング社（Dorman　Long（Steel），　Ltd．）の北東海岸ミ
ドルズブラ（Middlesbrough）所在の2基（55年後半
および57年），ジョン・サマーズ社（John　Summers＆
Sons，　Ltd．）の第2号高炉（西海岸マージー（Mersey）
川畔のショットン（Shotton）－55年），前述のアップルビ
ー・フロディンガム製鋼会社の27フィート1基と28フィ
ート1基（リンカンシャー，スカンソープ（Scunthorp）
－54年），さらに25フィートクラスのコルヴィル社（Col・
villes，　Ltd．）のスコットランド，マザウェル（Mother－
well）のレイヴンスクレイグ（Ravenscraig）工場（1957
年）などであった。また既存の高炉を同時稼働させて能
力の拡大と効率の増大を図る付属設備の改建が，R．T．B．
（ハートシャー，レッドバーン（Redbourn））やパロゥ
製鉄所（Barrow　Ironworks，　Ltd．）によって行われた。
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圧延設備では，ドーマン・ロング社のユニバーサル・ビ
ーム・ミル（年産40万トン）を初め，ウェールズ製鋼会
社のブリキ・ミル（同37．5万トン），R．T．　B．のブリキ・
ミル（同10万トソ），南ウェールズ，エッブ・ヴェイル
（Ebbw　Vale）連合製鋼傘下のスティール・ピーチ・ト
ザ＿社（Steel，　Peech　and　Tozer－一シェフィールド）
の熱間中幅ストリップ・ミル（同12，5万t）などが計画
され，完成していった（4）（Cf　Iron　and　Steel　Board，
op．　cit．，　App．　B；Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　p．109）。
　第3次計画下では，2つの新熱間ストリップ・ミル建
設が目立っていた。第3次計画では鋼需要構造の変化に
対応して4番目の連続熱間ストリップ・ミルの建設の必
要が認められていたが，それをめぐる，雇用問題も絡む
複数候補立地の競合があり，マクミラン（H．Macmillan）
首相の政治的裁断（いわゆる「ソロモン裁き」（‘Judge－
ment　of　Solomon’））によって，南ウェールズ，ニュ
ーポート（New　Port）におけるR．T．　B．スペンサー
（Spencer）工場とスコットランドのコルヴィル社レイヴ
ンスクレイグ工場に設備されることになった（60年代初
完工）。また，ドーマン・ロング社のユニヴァーサル・
ミルが1958年には操業に入り，これと競うようにコルヴ
ィル社，南ダーラム鉄鋼会社（South　Durham　Steel
and　Iron　C・mpany，　Ltd．），連合製鋼会社（アップルビ
ー・フロディンガム），ジョン・サマーズ社（スタフォ
＿ドシャ＿，シェルトン（Shelton））などによっても建
造された。これらはドーマン・ロング社の最大サイズ以
外のものを圧延しえた。そしてこの計画期の末には，新
圧延設備投資や既存ストリップ・ミルの改良投資の結
果，ハンド・ミルはほぼ消滅していった（Keeling　and
Wright，　op．　cit．，　p．122，また後出表10参照）。また1960
年代に入ると酸素製鋼法の導入も進み始めた。これは平
炉製鋼にも利用された（Cf．　Burn，　op．　cit．，　pp．642－667；
Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　pp．107，109，122；Burn，
‘Why　investment　has　fallen；Lloyds　Bα競Review，
No．68，　Apr．1963，　p．6；Gale，　op．　cit．，　p．158）。
　しかし，1957～58年不況後，イギリス経済はより頻繁
に国際収支不安ないしポンド不安に悩まされるようにな
り，経済成長率も比較的短期の変動を繰り返すこととな
る。他方鋼消費産業の消費効率の向上，海外競争の増大
も加わり，国内産鋼材需要の伸びは鈍化し不安定にもな
った。60年代初めには鉄鋼業の生産能力の過剰が露わに
なった。さきにみたように，第3次計画下の1960～61年
の固定資本投資の盛り上りが退いた後，第4次計画下の
資本蓄積テンポはいちじるしく弱まった（5）。
　2．　資本蓄積の成果と限界
　まず銑鉄および鋼の生産の動きをみると表3・4のよ
うであり，いずれも戦後1957年までほぼ一貫して増加を
続け，1946～57年に銑鉄生産は1．8倍，鋼塊生産は1．7倍
となった。これと対比して57・’・58年不況後の増勢の不安
定さが目立っていた。なお，鋼については，輸出量も増
勢を保ってきており，生産量の10数％を占めつづけてい
ること，他方輸入量は変動が激しく，イギリス経済の成
長テンポの変動に応じた限界輸入的性格をもっているこ
と．および輸入量に対する輸出量の超過は増大傾向にあ
ったこと，しかし1961～62年に生産量が低位にありなが
ら輸入量が増加していたことも指摘しておいてよいであ
ろう。
　こうした生産量の動向はあるていどの地域別分布の変
動を伴なっていた。これを粗鋼についてみると表5のよ
うになる。国内の含燐鉱石産出地帯であるリンカンシャ
ーと海岸近くに立地し外国鉱石輸入に利便をもつ南ウェ
ールズの比重が増加した。国内鉱に依存しその産出地域
に立地を集中させるべきか，品位の高い外国鉱に依存し
海岸に立地すべきかは，常に論議されてきた，雇用問題
表3　銑鉄生産量，平均稼働高炉基数および1基当
　　り年産量，1946－64年
年齢勇平騨基数騰響
??????????91
t
????????????98941
・・2！
101P
1991
??
?? ??
?
?
??
・詞
79，3
83．1
90．9
93．7
96．6
96．7
104．6
106．7
118．6
126．4
131．9
145．5
146．8
160．6
185。4
179．8
186．8
228．6
260，0D
（注）1）年央
　　　　　なお，第1欄と第2・3欄とで出所が異な
　　　　ることに注意。
（出所）銑鉄生産量は，B．R，　Mitchell　and　H．G．
　　　Jones，　Second　Abstract　o壬British　Historical
　　　Statistics，　Cambridge　U　P．，1971，　p．79，他は
　　　Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　p．120より。
一32一
個 人 研 究
も絡む厳しい問題であったが，両者をとりつつどちらか
といえば後者に傾くといったていどの立地変動に終って
いる。もっともこうした立地の変動は戦後の鋼材市場構
造のかなり大きい変動とも関連していた。図1に明らか
なように，大ざっぱにいって新産業関連部門の鋼消費の
　　　表4　鋼生産・輸入・輸出量，1946－64年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万トン）
?「?????????????????????? 生　産　量
　　　　　，12．70
　　12．731）．
　　14．88
　　15．55
　　16．29
　　15．64　，
　　16．421）‘
　　17．61
　　18．52
　　19．7gl
　　2。．661
　　21．701
　　19．57・）1
　　2・．・91
24．31
22．09
20．49
22．52
26．231）
純輸入量1国内産輸出量
　　0．49　　d　　　　　2．24
　　0．52　　1　　　　　　1．88?????????????????? ????
（注）1）53週
（出所）Mitchell　and　Jones，　op．　cit，，　PP．80，83，84
　　　より
伸びと旧鋼消費産業諸部門のその減退とがまことに対照
的であった。いうまでもなく戦後イギリス資本主義のと
くに1950年代の完全雇用下の安定的成長が住宅改善や耐
久消費財消費の増大にみられる「豊かな社会」を生み出
したことに対応する現象であった。鋼生産の立地も，従
来から軽量圧延に集中していた南ウェールズや耐久消費
財産業に近いランカシャ，チェシャーといったところが
有利となったのである。
　このような立地の変化は，いうまでもなく既述の設備
投資の展開とともに生じており，当然それはイギリス鉄
鋼業における生産方法の改善・革新，設備の近代化・大
規模化をもたらしていた。それは1つには鋼の生産方法
の変化に現われていた。表6が示すように，元来イギリ
　　　表5　粗鋼生産，地域別構成，1946，63年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
　　．．一．．一一窪．．　　－L聖廻」．．1963
　国内産鉱依存地域　　　　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　リ ン　カ ン シ　ャ ー
　ノーサンプトンシャーなど
外国産鉱石依存地域
　南　ウ　ェ　ー　ル　ズ
　北　　東　　海　　岸
　ランカシャー，チェシャー
　ス　コ　ッ　ト　ラ　ン　ド
　北　　西　　海　　岸
スクラップ依存地域
　シェフィールドなど
　スタッフォードシャーなど
?1
??」????
1
???1
??1
?????
?1
（出所）Keeling　and　Wright，　oP．　cit．，　P．114より
図1　産業部門別鋼消費増減率，1954－63年
?????
????
ロ錐1　’
ｻホi1
建機
ﾝ械
?????
計
→－55％　　　十48％　　　→－28．5％　　－1－23％　　　－33％　　　－40％　　　－57％　　　一ト29％　　　十15％
?? ??????
（出所）Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　p．　g6．
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表6　製法別粗鋼生産能力構成，1954，64，68年
（％）
??????????、 　　　　　　　イギリス　　　　西ドイツ　　　　　　F
1954
　－1
　5．Oi
87。7
　7．3
1・964　i・968　i・9541・964・968
フランス
1954196411968
　　日　　本
1954　11964　1
アメリカ
・968　1・954　i・964・968
10．5　　23．9　　　　　　　14．2　　37．1
　　　11，2　　16．1　　　3．9．　　6．9　　　9．01
　　　　　「　　　　　　l　　I
70・51S4・　8奄T6・245・635・3
7．81　　5．2，　39．91　33。3i　18．61
7・8i
32・OI
60・21
11．4）
　　E7．7i
26．5
　　「
54．4
　　　　　　　　　73．7　－i18．2 －：44．21
・・．・1・3．・1・・．d・8．2…6．・1
・α・…82・・134・88・・9・・q
51・8i　4・71－@　2・91
12．2　　37．1
10．Ol　12，8
77．2．@50．1
　　LO。71　（a）
　　1
・・・・・…．・・・・・・・・…1…．・1…．・！…．・…．・i…．・1・…1…．・1・・…［…．・1…．・・…
・8Y26・726・・i・7・・！36・・　　l　　　　　　　　　I　　　　　　　　　20．4　　　7．7110．641．2 19．51　　1　　　　　　　　　1 39．8　　66。9　　80．1　115．21119．3
（注）BOS＝Basic　Oxygen　System（塩基性酸素製鋼法）
　　　（a）平炉に含まれる
（出所）BISF／BSC，　Statistical　Hand　boofes，1960－68　cited　in　A．　Cockericl　with　A．　Silberston，　The　Steel
　　　lndustrツ’1nternational　Comparisons　of　lndustrial　Structure　and　Performance，　Cambridge　U．　P．，
　　　1974，　p．16　よ　り
ス鉄鋼業において主流をなしていた平炉製鋼法の比重が
低下し，転炉製鋼法への大量の酸素利用の導入を意味す
る塩基性酸素製鋼法と合金鋼や特殊鋼生産を主とする電
気炉の比重が増大した。製鋼工程への酸素利用は平炉部
門にも及んだ。1959年から63年に全タイプの熔鋼炉にお
ける酸素消費量は4倍に増大したといわれる（Keeling
and　Wright，　op．　cit．，　p．117）。この他，国内産低品位
鉱の利用の拡大に資する鉱石焼結を始めとする高炉の炉
前処理技術の進展，原料装入の機械化，燃料油利用の増
大，廃ガス利用の増大などの技術的進展があり，炉型そ
のものの大型化を基礎に，製銑，製鋼ともに炉1基当り
産出量は着実に増大した。高炉については既出表3にみ
る通りであり，1基当り年産量は1946・》64年に3．3倍に，
1953…64年でみても2．4倍となった。また平炉について
は表7のようであり，同じく2．7倍，1．9倍となった。当
然稼働炉数は減少し，より大型な炉に生産が集中してい
った。図2は，この点を製銑部門についてみたものであ
り，1946～63年末に多数の中小高炉が除却されより少数
の大型高炉がこれらにとって代っていた様相を伝えてい
る。ただ，後にも触れるように，63年にもなおかなり多
数の旧中小高炉が残されていた。そして，製鋼部門につ
いても表8のように1950年代半ば一1960年代末にイギ
リスにおいても大規模プラントおよび大規模企業への能
力のかなり顕著な集中が生じていた。ちなみに，「金属
製造」部門における最大3社の資産集中度（50万ポンド
の資産をもつ全上場会社総資産比）は1954年の28．1％か
ら59年に33．4％となり，64年には35．1％となった（Panic
（ed．），　op．　cit．，　p．93より算出）。また表9は，圧延部門
の近代化拡充の様相を伝えている（6）。
　この時期のイギリス鉄鋼業の資本蓄積のいわば内包的
表7　平炉基数と1基当り年産量，1946－64年
年 鷲勢1平均關勲 同左1基当り年産
（千トン）??????????91 ????????????302　i
284
313　1
311　1
312　1
289
281
294
?
2801
288　1
295｝
294
241
233
265
233
187
180
194
?????????
（注）1）年央
（出所）Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　p，121
な成果を示す指標として，原単位の向上と労働生産性の
上昇を挙げることができる。原単位の向上については，
製銑部門に関して表10がある。製銑における鉱石その他
原料消費量の節約は1950年代初め（軍拡期）に一時停頓
するが全体として着実に進展してきた。それは鉱石焼結
法の利用の拡大と表裏するものであった。燃料節約はさ
らに顕著であった。別の数字によると銑鉄トン当り高炉
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図2　高炉，規模別基数の変化，1946，1963年
醸1嚢li鰯
liiiiiiiiiiiiiiiiiiiii；iiiiiiiiiiiiiiiiiiil
liiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiil
ii…iii　iiiiiii　1963
　10未満　　10　　12　14　　16　　18　　20　　22　　24　　26　　28　　30
　（炉床直径，フィート）
（注）1）各年末現存基数。
　　2）中間暗色は，1946年現存のうち，63年末なお現存している基数。
（出所）Ibid．，　p．11g．
表8　企業・プラント規模別粗鋼生産能力構成 （％）
＼＼．．．　能力（百万
　　　．＼＼トン）
　　　　．＿＿　＼．?????????｛??
｛｛｛｛??
｛｛｛
ス
?
ギ
?
?イ
?
西
スン
?
フ
本
?
???
ア
??????
スン
?
フ
本?
???
ア
企
業
????
0．5未満
・1：1．．「．
、1：釧
，1：l
l：ll
3・幻
ll：1「
???????? ??? 」
　　　　　0．5－O．・911．・0－1．9　2．0－4．9
????????????? ?? ?38．7
12．7
26．3
45．5
9．　0
36．3
1．6
8．8
8．3
31．0
27．4
30．1
41．7
43．4
11．6
32．8
13．1
5．0以上
33．0
60．7
5．4
21．4
9．2
21．1
7．2
23．9
11．8
13．5
30．7
39．9
25．9
21．1
43．4
35．3
41．5　　　1
14．5
61．9
66．0
85．2
55，2
74．2
14。8
35．2
10．4
36．5
?
???? 推定総能力
（百万トン）
1雛T
｝???
15．0
38．1
44．8
10．6
30．6
12．3
70．6
112，8
213．4
15．　0
38．1
44．8
10．6
30．6
12．　3
70．6
112．8
213．4
（注）　A＝1950年代半ぽ　　B＝1960年代末
（出所）H．G．　and　G．　Cordero（eds．），1ron　and　Steel　Worles　of　the
　　Cockerill　with　Silberston，　op．　cit．，　pp．43，45，54，58，65より。
World，　1957　and 1969，　cited　in
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表9　ミルのタイプ別シート鋼生産量，1953－1963－64
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千トン）
一’一一’‘@u’P・953・956…・96・1・962i・96謡
連続ミルi1，217；1，657…2，497i　2，81513，569
讐鍬墾．一一1騨．凱⊥警
（出所）K．Warren，　The　British　Iron　and　Steel
　　　Sheet　Industry　since　1940，　G．　Bell＆Sons，
　　　Ltd．，1970，　p．249より
　　　　表10英銑鉄1）トン当り原料消費量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（cwt．）
　　1国内産　輸　　入2）
年　　 2）3－・一一　　鉄解石鉄鉱石1＿鉱
　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　謬雛：1：1捻1鞠86i
19474）122．54．14．71　　0．83i
1948i21．3715．36］0．83「
1949
1950
1951
19524）
1953
1954
1955
1956
1957
19584）
1959
1960
21．1Sl　14．27i
20．57114．ool
22．S21　13．33
22．14　13．74i
21．04　14．32！
17．69　14．671
15．87　13．391
　　115・61P 4・371
13・77P　　　14．471
11：lll’1：琶
　　；
　　ロ　　　　　　　　　　［
。レガ灘難の鮮訓騨
　　　　 　0．67］　12．38
　　　　　　0．61
　 　　　　0．46
　　　　　　0．53
　　　　　　0．49
9．1Sl　9．88…　0．60　18．77
　　　6．46　　9．21
　　　5．88　　8．42
　　　5．57　　8．17
　　　5．97　　7．71
0．801　6．40　　7．94
　　　　　　1：ll勃1：鋸
0．688．1217．87
0．79　　8．4d　　8．06
0．749。9117．72
　　　 　1　　　 　　7．61
　　1 ．70　　7．77
　　12．94
　　14．27
　　17．97
　　　　　L．
56．87　23．00
53．38　22．07
51．82　22．00
5 ．24　21，50
50．59　21．02
50．17　20．55
　　151．80i　21．27
52 55　21．40
52．67　21．18
50．73119．99
49。92119．65
50．06119．72
7．67149．31118．95
　　J7．64i　47．64　17．93
6．96146．33　16．75
7・°5…45・4『匹聖
　（注）　1）　合金鋼を含む
　　　　2）装填される原・假焼鉱
　　　　3）　コークスおよびコークス換算石炭
　　　　4）53週
　　　　なおcwt．（ハンドレッドウエイト）＝約50．8kg
　（出所）Carr　and　Taplin，　oP．　cit．，　P．599より。
装入コークス量は平均して1946年の22cwtから64年に
14cwtに低下した。これは当初は旧小規模高炉の除却と
操業の効率化を反映していたが，後には高級鉱利用の増
大や焼結鉱装入の増大が重要な要因となった。後者の装
入は銑鉄トン当りで46年の6cwtから63～64年24　cwtに
増加した。ただし焼結には焼結鉱トン当り約2cwtのコ
ークスが必要であった（Keeling　and　Wright，　op．　cit．，
pp．112－113）o
　労働生産性に関しては表11からその動きが知られる。
きわめて大ざっぱな数字であるが，その着実な向上があ
ったことは読みとれよう。本表によると就業者数は1946
～64年に25％，1953～64年に11％増加しているが，実は
そのなかで職種別構成は大きく変化していた。表12にみ
　　　表11鉄鋼業生産性，1938，1946－64年
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1954年＝100）
三牽一犀出則魅騨琶鍵竺???????????????）19
注
（
）
所
?（
　　　　　　　　　　　　　　　4
　　　　　　　　i　　　I
　　　　　　　　；　　　　！
　　，　　l　　I
　1）195i痺までほ蕎炉を含めず，1960年から製
　　鋼と統合している高炉を含む。
　　Mitchell　and　Jones，　op．　cit．，　p．82，
表12諸工程従事労働者数，1956，1964年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
?????????????ー?ー
?????」?ー?ー ←?
???????????????65．674．6
74．5
83．2
82．7
85．1
88．8
94．7
96．3
100
106．3
108．6
110．0
102．9
106．5
115．　5
106．0
104．8
111．4
120．9　・
鉄鉱山および採石
高炉付属コークス窯
高炉および焼結
熔　鋼
　　　除，鍛鉄，
圧延機　　　リキ
　　　含，　’一
シート。ミル
ブリキ製造
鍛鋼（除．
。ライ甑ブ）
（含，広幅ストリ　　ツフ゜タル）
　　　　ドロツプ・フオージ）
鋼鋳造（含，鋳鋼製造用熔鋼）
鍛鉄製造
鋼管，パイプ，付属品
　　　　　　計
：・956・・2i・964・・瞠野
4，540
4，740
12，700
22，780
48，820
　　　1
21・080堰|　7・5
2，580
4，940
10，820
一43．2
　4．2
－14．8
　　　1
15，940　13，3001－16．6
8，930
6，　S2014，　SSOi－25．・
50，010i　　2，4
　　　｝
3・21q『64・0
　　　　　　　＋20，60016，710旨一18．9
　　　　　　　し
L2°°P2空i－8L7
21・760P　18・55°1－14・7
1168，5501146，30α＿13．2
1　　　　　　　　1　　　　　　　　し
（注）　1）外形16インチ以上の熔接管生産に従事する
　　　　労働者を除く
（出所）Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　P．123より作
　　　成
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るように，直接的生産過程に従事する労働者（process
workers）数は1956年12月～64年5月に圧延を除けば全
工程で減少し，とりわけ鍛鉄製造を別とすればブリキ製
造での減退が大きかった。ストリップ・ミル導入による
ハンド・ミル駆逐の反映といえよう。プロセス・ワーカ
ー数は1951～64年では16．4万人から14．6万人に11％減少
した。他方「一般および維持作業者」数は1960年をピー
クに増減の山をつくっていたが，1951年に8．6万人，64
年に9．8万人と13．5％増加し，さらに「管理，技術，事
務」従業者数は3．6万人から5．6万人と55％も増加してい
た（Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　p．122）。
　以上のように，再民営下のイギリス鉄鋼業はそれじし
んとしては活発な資本蓄積を進め，生産の近代化・大規
模化という点でかなりの成果をあげたといえよう。戦後
15年について，「鉄鋼業のもっとも成功した局面」とい
う評価もあった（Carr　and　Taplin，　op，　cit．，　P．595）。
しかし他方では，国有化解除から再国有化にいたる10年
間を，戦後の10年につづく「投資もあるいは合理化も僅
かなもう1つの10年間」という酷評もあった（P．S．
Johnson，　The　Structure　oアBritish　Indastry，　Gra・
nada　Publishing　Co．，1980，　p．149）。後者はこの時期
の発展を国際比較にのせたうえでの，あるいは後のイギ
リス鉄鋼業の困難から振返った評価であった。
　確かに，戦後イギリス鉄鋼業は　　あるいはイギリス
資本主i義は　　1957～58年不況あたりまでは，ドイツ，
日本といった強力な競争相手の敗退，膨大な世界的な戦
後復興・再建需要，アメリヵ資本主義の大量のドル撒布
による資本主義世界体制のテコ入れ・支持，そしてアメ
リカ資本主義じしんの，巨大な軍事支出をも主要な支柱
の1つとする経済拡大傾向の維持といった有利な国際的
諸条件におかれていた。実際，イギリスの鉄鋼製品価格
は，国内価格政策もあって欧米のそれに比べ割安を維持
しており，鉄鋼輸出は大きい利潤源泉であった（1951～
52年についてBurn，　The　Steel　lndustry，　op．　cit．，　p．
236参照）。しかし，1957～58年不況を境いにして，ド
イツその他西欧や日本の鉄鋼業の急速な発展を背景に鉄
鋼世界市場は原料も含め売手市場状況が崩れて供給力過
剰傾向が現われそれとともに，イギリス鉄鋼業の国際競
争力の立ち遅れが露わになってくる。そして改めてこの
時期の資本蓄積の限界性が問われてくるのである。
　いくつかの点で国際比較をみると，既出表6では1964
年の時点で塩基性酸素製鋼法採用の遅れがすでに現われ
ており，表8では，プラントの大型化や企業の生産規模
の拡大，大規模企業への集中の立ち遅れが明らかであっ
た。また固定資本投資の積極性を反映するものとして，
「金属製造」における資本／労働比率の変化率を西ドイ
ツと比較した資料によると，1954～59年の上昇率はイギ
リスで4．6％，西ドイツで5．2％，1959～63年では各5．4，
6．7％であった（Panic，　op．　cit．，　p．32）。こうした立ち
遅れは，端的に労働生産性の上昇率の差となって現われ
る。たとえば，1954～57年のヨーロッパ諸国の鉄鋼業の
人一年産出量増加率は，イギリス9％，（ただし既出
表8では10％），西ドイツ17％，フランス28％であった
（Burn，　The　Steel　lndustry，　op．　cit．，　P．　587）。ある
いは，「金属製造」における労働生産性の年成長率は，
1954～59年でイギリス1．2％，西ドイツ2．0％，1959～64
年で各0．9％，1．8％であった（Panic（ed．），　oP．　cit．，　P．
38）。生産性上昇の遅れは鉄鋼業そのものに限らず，鉄
鉱石やコークス用石炭の生産にも現われていた（Cf．
Burn，　The　Steel　lndustry，　op．　cit．，　pp．569，573）。
　いうまでもなく，こうした労働生産性上昇の立ち遅れ
は，労働コストのより速い上昇の基本的要因となる。そ
れは鉄鉱石や石炭といった原料コスト面でのイギリスの
優位を失わせることにもなった。一方で戦後復興期から
朝鮮戦争およびそれに伴う世界的再軍備で高まっていた
鉄鋼原料・製品の世界価格はその後低下傾向を辿り（See
ibid．，　pp．444－45），他方でコスト上昇に対応して鉄鋼委
員会が相次いでイギリス国内価格（最高限度）を引き上げ
たから，いわゆる輸出プレミアムは失われていき，イギリ
ス鉄鋼製品の相対的安価さも縮小していった（Cf．　ibid，，
p．566；高橋，前掲書322～325ページ参照）。
　こうして，1957年以降の世界的な鉄鋼需給の緩和によ
って海外競争は強まり，とくに1961～63年の「スチー
ル・リセッション」時にはヨーロッパからの低価格鋼材
の輸入増大は，「重大な大きさ（critical　dimensions）に
達し始め」反ダンピング関税を規定した1957年施行の関
税（ダンピングおよび補助金）法（Customs　Duties
（Dumping　and　Subsidies）Act）によって特別関税を導
入してもよいほどの状況になった（Keeling　and　Wright，
op．　cit．，　pp．133）。この後，イギリス鉄鋼業は，イギリ
ス経済全体の国際的な立ち遅れを克服するために国家介
入の強化を唱える戦後第2回目の労働党政権（1964～70
年）により基本政策の1つとして1967年に再度国有化さ
れるが，それは，左翼運動家の言葉を借りれば，「鉄鋼
業はかくてまたもやブルジョワジーにとって問題となっ
た」ことを意味した（D．Bailey，　Steel．　The　Coming
Redundancies　and　How　to　Fight　Them，　an　IMG
Publication，　p．　25）。再民営下の資本蓄積の限界がここ
に帰結したわけである。
　資本蓄積の限界とは，とりもなおさずその消極的性
格を意味していた。その点についての批判は，バーン
（Burn，　The　Steel　lndustry，　op．　cit．）によって，　と
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くに国内含燐鉱石を最高度に利用した立地の再編・集中
を通した生産の大規模化の重要性を資本が無視し，鉄鋼
委員会の価格・投資政策も結果的にはこれを助長したと
いう論旨で詳細に展開されたσ）。実際，この時期の資本
の蓄積が，「新プラントの大量な供給」（‘massive　provi・
sion　of　new　ptant’　　Carr　and　Taplin，　op．　cit．，　p．
595）を主要部分としながら，新投資の立地は既存立地
かその隣接地におかれ，全体としての鉄鋼業の立地構造
は「相対的安定性」（‘comparative　stability’）を示して
いた。その理由は，既成市場との距離，コークスや輸入
鉱石へのアクセス，低コスト国内鉱の存在，スクラップ
供給，既工場との隣接による節約など多様であり，それ
ぞれが既存立地の温存を正当化するものであった（C£
Keeling　and　Wright，　op．　cit．，　pp．113，115）。
　こうした立地上の保守性の根本は，イギリス鉄鋼大資
本の相互の勢力均衡を保持しつつ発展を図ろうとする寡
占的な非競争的行動原理であった。それは戦前からのも
のであったが，第2次世界大戦期の経済統制は，「より
正常な経済への復帰に，ある確信をもって当面すること
を生産者たちに可能にするような協調的機構を維持しま
た改善さえ」させた（Carr　and　Taplin，　op．　cit．，　p．596）。
戦後の第1次鉄鋼委員会一鉄鋼公社　　第2次鉄鋼委
員会という価格・投資政策コントロール機関の変遷を通
してこの協調機構は維持された。国有化の解除一民有
への還元は大会社の株式所有をかなり分散させたが，主
要12社の各最大10株主は9～28％のシェアをもち，重役
会は大てい「真直ぐに国有化に入っていきまたそこから
出ていった」（Burn，　The　Steel　Industry，　op．　cit。，　pp．
544－545）。ベイリーにいわせれば所有と生産の構造は
「40年間実質上変らないままであり」，資本の蓄積過程で
「14かそこらの主要会社は，規模，資本源，市場シェア
などについて相互に相対的にバランスをとりつづけ，こ
うした事態は，30年代からつづいている多くの仕組によ
ってイギリス鉄鋼連盟が，意識的にこのバランスを維持
しようとしてきたために根強くつづいているのである」
（Bailey，　op．　cit．，　pp．23，24）。
　こうした既存大資本間の利害関係を温存するような資
本蓄積のあり方は，1957年あたりまでつづいた鉄鋼委員
会の価格政策によっても助長されたといわれる。それは
一口にいって「低価格」政策であり，もちろん国内イン
フレーションの抑止を狙いとしていたが，その政策は，
鉄鋼連盟傘下の企業に鋼塊課徴金（ingot　levy）を生産
量に応じて課し，これを源資とする産業基金（lndustry
Fund）にょって輸入鉱石・スクラップ・銑鉄・半成鋼
に価格差補給金を支出し，内・外原材料価格差を平準化
（1evelling）することによって原材料の国内供給価格を
抑制するという方式であった。これは，全プラントの操
業継続を可能にしつつ，国内鉄鋼価格を低位安定化させ
ることを意図したといわれ（Burn，　The　Steel　lndustry，
p．353），補給金を受けず課徴金を課される国内鉱立地企
業には不利に作用し，輸入原材料依存の旧立地企業を温
存し，国内含燐鉱地帯への立地の集中　　大規模化を妨
げるものと批判された（Ibid。，　pp．240－1，355－56）。そ
して，こうした産業基金の役割に依存しつつ，鉄鋼委員
会は標準的コストに標準的マジーンを加えた最高価格を
設定したが，これが事実上カルテル価格となった。この
価格固定も，一方で，利潤の幅を比較的小さくしつつ行
われるために効率化に敵対的であるといわれ（Ibid．，　p．
607），他方で「鉄鋼製品の，競争的条件のもとでの，効
率的，経済的かつ適切な供給を促進する目的で，鉄鋼業
に対し全般的監督を行うべき」鉄鋼委員会が価格や投資
に関わる監督を行っているということは，法外な利潤の
取得や抑制的慣行が行われていないことの証し（token）
となっていた（Ibid．，　p．658）。
　もっとも，理論的には固定価格が常に効率化に敵対的
とはいえないであろう。効率化によるコスト・ダウンが
その企業にある期間は特別利潤を保証するからである。
また，産業基金の制度は国内原材料依存のメーカーにも
っぱら不利に運用されていたわけではなかった。産業基
金は，国内の輸送上不利な立地企業にも銑鉄や半成鋼の
運賃補助を支出した。その額はピーク時でも300万ポン
ド足らずであったが国内鉱石と国内産銑鉄・半成鋼の
「結婚」（‘marrying　up’）を意図したものであった（Keel－
ing　and　Wright，　op．　cit．，　p．156）。また，輸入補給金を
支えとした政府のスクラップ価格抑制政策が，銑鉄価格
の引き上げに際して製銑企業や銑鉄使用企業に不利とな
ったことに対処して，大戦直後から鋼塊やスクラップに
対して課徴金が課される一方で銑鉄使用についてはその
量に応じて鋼塊課徴金の払い戻し（pig　iron　remission）
が行われていた。そして，政府による輸入原材料価格補
助金が全面的に打ち切られ，産業基金によって輸入補給
金が支出されるようになると，購入スクラップに課徴金
を課しこれをもって製鋼用銑鉄消費に払い戻しを行うス
クラップー銑鉄平衡基金（Scrap－Pig　lron　Egualisation
Fund）が設定され，1954年にはこの基金は「収支均衡」
（‘self　balancing’）が原則となった（8）（C£Burn，　The
Steel　lndustry，　op．　cit．，　pp．205，　207－08；　Keeling
and　Wright，　op．　cit．，　pp．154－158；高橋前掲書，240－
241，327－328ページ参照）。
　鉄鋼委員会は価格と投資のコントロールに主たる責任
を負っていたが，鉄鋼連盟によって策定される鉄鋼計画
とその実施についても必ずしもその消極的傾向に支持を
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与えているわけではなかった。たとえぽ，鉄鋼委員会は
1950年代半ばには新たに第4のストリップ・ミルの建設
が必要と考えていたが，鉄鋼資本は，自動車，航空機な
どの産業からの薄板需要の増大に応えて直ちにストリッ
プ・ミルを建設することには消極的であった。そして再
民営化のなかでなお国有下にあったR．T．　B，がニュー・
ポート（南ウェールズ）に連続ストリジプ・ミルをもつ
新統合工場を建設する案を提示したが，さらに他の立地
候補も競合することになり，マクミラン首相の「ソロン
モン裁き」でコルヴィル社もスコットランドのレィヴン
スクレイグ工場に半連続ストリップ・ミルを設置するこ
とになった。この2基のストリップ・ミル建設を含む投
資が鉄鋼業の1960～61年の蓄積の高まりの大きな部分で
あった。この事例は結局は，既存の立地利害が優先され
て分散投資となるというイギリス鉄鋼業の資本蓄積のあ
り様の1つの見本となったのである（9）。がそれは単に既
存大資本の利害関係の反映というだけでは済まない面を
もっていた。
　新ストリップ・ミルの立地としてうえの2つがコスト
上最適とはいえなかったが，一とくにコルヴィル社の
場合一．「社会的変位」（‘Social　dislocati・n’）を少く
しようという配慮が両立地の決定に際して働いていたの
である（Burn，　The　Steel　Industry，　oP．　cit．，　P．667）。
国内鉱の開発という視点を欠いた立地の決定は，有態に
いって「政治的」なものであったが，関係閣僚の考え
は，経済的考慮のみが唯一つのものではなく，「最大の
経済的利益も直接的な社会的安楽と便宜のために熟考の
うえ犠牲にされるだろう」ということであった（Ibid．，
p．655－56）。こうした立地に対する社会的配慮の中心
は，もちろん労働一地域的失業問題であり，そこに・ミ
ツケリズムの1つの現われがあったといえよう。いわ
ぽ，現代資本主義を特質づけた福祉国家体制と鉄鋼大資
本の既存利害との結合が，この時期のイギリス鉄鋼業
の，そしてまた多かれ少かれ他の諸産業の資本蓄積を規
定していたと考えられる。
　とはいえ，このような社会的配慮やそれにもとつく政
策決定を直ちに経済効率を最優先の基準として評価する
ことは妥当ではあるまい。問題は，それが既存大資本の
一金融資本一の利害と結合していることにあり，か
かる政策決定が，国際競争の渦中で当面すべき困難に
“社会的に”対処する方途が未確定なままに行われたこ
とにあるといえよう。
（1｝当時のイギリス資本主義の運動の概要について
　は，拙稿「第2次大戦後のイギリス資本主義一一一
　完全雇用体制の成立・維持・破綻の過程一」（明
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　治大学『社会科学研究年報』No．24，1983）参照。
②　やや数字は異なるが，鉄鋼業における粗国定資
　本形成（名目額）は，1961年の2億3，000万ポン
　ドをピークに低下し64年8，800万ポンド，65年
　8，400万ポンドとなった（Central　Statistical
　OMce，　National　lncome　and　ExPenditure，
　H．M．　S．0．，1966，　T．61）。
（3）以上の第1次計画の内容とその消極性について
　の批判は，高橋哲雄rイギリス鉄鋼独占の研究』
　　（ミネルヴァ書房，1967年，第3部rg　8章〔A〕，
　〔B〕参照。また，第1次計画の内容とその進捗状
　況については，小島精一監修，社団法人鋼材倶楽
　部編著『イギリス鉄鋼業』（世界鉄鋼業叢書（4），
　1953年）68～91ページも参照。なお，当時のイギ
　リス鉄鋼業の重要な技術発展として国内産低品位
　鉱利用に有効な焼結法（Sintering）の進展があ
　った。同法は細いコークスと鉱石とを混合し焼結
　し，これを適当な塊に分けて高炉に装入するもの
　であり，1952年には連合製鋼会社（United　Steel
　Companies　Ltd．）の子会社アップルビー’フロデ
　ィンガム製鋼会社（Appleby－Frodingham　Steel
　Co．一リンカンシャーのスカンソープ）が100％
　焼結鉱装入に成功している（W．K．　V．　Gale，　the
　British　Iron　and　Steel　Industry，　A．　M，　Kelley，
　N．Y．，1968，　p．155）。
｛4）第2次計画を中心とする投資実績については，
　高橋，前掲書，307－314ページも参照。
（5）1961年には，イギリス鉄鋼能力の操業率は70％
　以下といわれた（D．L．　Burn，‘Why　investment
　has　fallen’，　Lloyds　Banle　Review，　No．　68，　Apr．
　1963，p．6）。ただ1964年にはジョン・サマーズ社
　が完全連鋳工場をもつ新製鋼工場をスタッフォー
　ドシャーのストーク・オン・トレント（Stoke－on－
　Trent）に建設するなどの発展はあった（Gale，
　op．　cit．，　p．160）o
㈲　広幅ストリップ・ミルの新設と戦前の2基の改
　良とで1961年には薄板とブリキ部門のハンド・ミ
　ルはほぼ全面的に閉鎖された（Keeling　and
　Wright，　op．　cit．，　p．122）。
〔7）高橋，前掲書，第8章および第10章で．バーン
　の所説を十分に取り入れつつイギリス鉄鋼業の資
　本蓄積が批判的に検討されている。
（8）1957～58年景気後退以後原材料の内・外価格差
　がなくなるとともに，こうした補給金はスクラッ
　プー銑鉄平衡基金を除いて廃止されていき，鋼塊
　課徴金は急減した。ちなみに，産業基金の活動が
　ピークにあった1956年度では，原材料購入と国内
　再販売の価格差が3，200万ポンド，主にそれに充
　当される鋼塊課徴金が3，600万ポンド．スクラッ
　プ課徴金および銑鉄払い戻し金が各2，000万ポン
　ドであり，1962年度には，上記価格差はむしろプ
　ラス300万ポンドとなり，鋼塊課徴金は200万ポン
　ド，61年まで2，000万ポンド前後であったスクラ
　ップ課徴金と銑鉄払い戻し金は1，100万ポンドに
　減少した（Cf．　Burn，　The　Steel　Industry，　op．
cit，，　pp．612－13；Keeling　and　Wright，　op．　cit．，
　pp。155－56，159；高橋，前掲書，329－330ペー
　ジ）。
（9）　Cf，　Burn，　The　Steel　lndustry，　oP、　cit．，　PP．
　639－656；Keeling　and　Wright，　Qp，　cit．，　p．107．
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ベイリーは，第4ストリップ・ミル建設に対する
鉄鋼連盟の消極的態度を指摘し，政府がこれをみ
て，鉄鋼株保有機関に指示してR．T．B．の株式売
却をやめさせ，ニュー・ポートの新プラント建設
（58年開始）を行わせたといい，こうしたやり方
は，1930年代に鉄鋼連盟の外側で主要な変化への
リードが行われたのと同じであり，ここでは，「国
家がr破壊的』（“subversive”）役害Uを演じた」
と主張している（Bailey，　oP．　cit．，　PP．23－24）。
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